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登 　 載 　 依 　 頼

熊本県公安委員会規則第２号

　風俗営業等法令事務取扱規則の一部を改正する規則を次のように定める。

　　平成14年３月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　熊本県公安委員会委員長　松　村　敏　人

　　　風俗営業等法令事務取扱規則の一部を改正する規則

　風俗営業等法令事務取扱規則（平成13年熊本県公安委員会規則第１号）の一部を次の

ように改正する。

　第３条に次の１項を加える。

３　規則第14条第１項の規定による法人の分割を承認する旨の通知は、分割承認通知書

　（別記様式第４号の３）、同条第２項の規定による法人の分割を承認しない旨の通知

　は、分割不承認通知書（別記様式第４号の４）により行うものとする。

　第７条第１項中「第31条の９第１項」の次に「、同条第２項」を加え、「第31条の

10」の次に「、第31条の14、第31条の15、第31条の19第１項、第31条の20」

を加え、「第35条の３第１項、同条第２項」を「第35条の２、第35条の４第１項、

同条第２項」に改め、「及び同条第４項」の次に「並びに熊本県少年保護育成条例（昭和

46年熊本県条例第30号。以下「条例」という。）第12条の10第１項」を加え、「又

は別記様式第９号の２」を「、別記様式第９号の２、別記様式第９号の３又は別記様式第

９号の４」に改め、同条第２項第４号中「第31条の９第１項」の次に「、第31条の14、

第31条の19第１項」を加え、「第35条の３第１項」を「第35条の４第１項」に改

め、「指示」の次に「並びに条例第12条の10第１項の規定による措置命令」を加え、

同項第６号を同項第７号とし、同項第５号を同項第６号とし、同項第４号の次に次の１号

を加える。

　（５）法第31条の９第２項の規定による勧告にあっては、法第31条の８第５項の規定

　　　を遵守していないと認めるに足る調査関係書類

　第７条第３項第２号中「第31条の９第１項」の次に「、第31条の14、第31の19

第１項」を加え、「第31条の３第１項」を「第35条の４第１項」に改め、同項第５号

中「店舗型性風俗特殊営業」の次に「及び法第31条の15第１項の規定による店舗型電

話異性紹介営業」を加え、同項第６号中「店舗型性風俗特殊営業」の次に「及び法第31

条の15第２項の規定による店舗型電話異性紹介営業」を加え、同項第８号中「無店舗型

性風俗特殊営業」の次に「、法第31条の20の規定による無店舗型電話異性紹介営業」

を加え、「第35条の３第１項」を「第35条の４第２項」に改め、同項第10号を同項

第11号とし、同項第９号を同項第10号とし、同項第８号の次に次の１号を加える。

　（９）法第31条の９第２項の規定による自動公衆送信装置設置者に対する勧告は、勧

　　　告書（別記様式第17号の２）

　第７条第３項に次の２号を加える。

　（12）法第35条の２の規定により特定性風俗物品販売等営業を停止する場合は、営

　　　業停止命令書（別記様式第19号の２）

　（13）条例第12条の10第１項の規定による措置命令は、広告物等措置命令書（別記

　　　様式第19号の３）

　第７条中第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。

４　条例第12条の10第７項に規定する証票は、警察手帳規則（昭和29年国家公安委

　員会規則第４号）に規定する警察手帳とする。

　第８条の次に次の１条を加える。

　（自動販売機による利用カード販売の届出等）

第９条　条例第12条の５第１項の規定による届出は、自動販売機による利用カード販売

　届出書（別記様式第22号）により行うものとする。

２　前項の自動販売機による利用カード販売届出書には、次に掲げる書類を添付しなけれ

　ばならない。

　（１）自動販売機の設置場所付近の見取図

　（２）自動販売機により利用カードの販売を行う者の住民票の写し（法人にあっては、 

　　　その法人の登記簿の謄本）

　（３）自動販売機を設置しようとする場所の使用に係る権原を証する書類

３　条例第12条の５第２項の公安委員会規則で定める事項は次に掲げる事項とし、同項

　の規定による表示は、表示票（別記様式第23号）により行うものとする。

　（１）自動販売機により利用カードを販売する者の氏名又は名称及び住所

　（２）自動販売機により利用カードを販売する者が法人にあっては、その代表者の氏名

　（３）自動販売機の設置年月日

４　条例第12条の５第３項の公安委員会規則で定める事項は、次に掲げる事項とし、同

　項の規定による届出は、自動販売機による利用カード販売届出事項変更・廃止届出書

　（別記様式第24号）により行うものとする。

　　なお、氏名、住所及び法人の代表者の変更の届出については、当該変更内容を証する

　書類を添付しなければならない。

　（１）自動販売機により利用カードの販売を行う者の氏名（自動販売機により利用カー 

　　　ドの販売を行う者の交代による氏名の変更を除く。）又は名称、住所及び電話番号

　　　並びに法人にあっては、その代表者の氏名
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　（２）自動販売機の設置場所の名称

　（３）自動販売機の機種

　（４）販売する利用カードに係るテレホンクラブ等営業の名称又は呼称及び電話番号

５　第１項及び前項の届出書は、正副２通とし、当該自動販売機の設置場所を管轄する警

　察署長を経由しなければならない。

　別記様式第４号の２の次に次の２様式を加える。


